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世田谷区立北烏山五丁目広場設計及び住民参加検討外業務委託 

公募型プロポーザル説明書 

 
１． 事業計画の概要 

（１）契約件名 

令和６年度：世田谷区立北烏山五丁目広場設計及び住民参加検討外業務委託 （その１） 

令和７年度：世田谷区立北烏山五丁目広場設計及び住民参加検討外業務委託 （その２） 

（２）委託箇所：世田谷区北烏山五丁目４番  

（３）対 象 地：北烏山五丁目広場（１，２９６．５６㎡） 

（４）事業計画の目的と内容 

本計画は、公園不足地域における身近な広場（規則別表）の整備を目指すものである。令

和５年度では、１２月下旬から広場を暫定開放し、月２回程度のイベント開催を通じて、令

和７年度以降の広場の開設に向けて機運を醸成しているところである。 

本業務では、周辺住民や広場利用者等との意見交換を図りながら実施設計をとりまとめる

ものである。 

（５）履行期間 

令和６年４月上旬から令和８年２月下旬まで（予定） 

※令和６年度の契約については令和６年度当初予算の配当を条件とする。 

※令和６年度の履行期限は令和７年３月１４日までとする。 

※令和７年度の履行期限は、令和８年２月下旬までとする。ただし、委託契約は年度ごと

に行い、令和６年度の履行内容が良好と認められること、予算案が議決され、予算が配

当されること等を条件として、令和７年度の契約を行う。 

※令和７年度業務について、下記に指定する業務はその指定納期までに完了させ、指定した

部分の成果物の引渡しを行うこと。（土木設計等委託契約約款第３９条「部分引渡し」によ

る。） 

    なお、指定部分に相当する契約金額は発注者が定め、受託者に通知することとする。 

   指定業務：実施設計業務 

指定納期：令和７年５月下旬 

 

２．提案限度額 

   令和６年度 ２２,６３０,０００円（消費税込み） 

   令和７年度 １３,４００,０００円（消費税込み） 

   （令和７年度の金額についてはあくまで参考値であり、この通りの金額での契約締結を見込

むものではない。応募者は上記金額を参考とし、提案金額の範囲内での提案を行うこと。） 

 

３．審査委員会 

    委託先の候補者を選定するため、世田谷区公園整備及び管理に関するプロポーザル方式業者

審査会設置要綱 により審査委員会を設置する。 

 

４．プロポーザル方式を採用する理由 

本業務は、公園が不足する地域に、世田谷区立公園条例に基づく身近な広場（規則別表）として、

身近な広場を新たに開設するものである。現時点では、身近な広場としての賃貸借契約期間が

令和１５年１０月まで（１０年間）となっており、令和１５年１１月以降の継続使用について

は未定である。契約終了の場合は現状復旧する必要があるため、この不確定要素について踏ま

えた設計を実施するものである。 

   本件は、令和８年３月の広場整備完了を目指し取り組むものであり、短期間で地域住民等と

合意形成を図り、確実に設計成果を上げることが求められる。 

   合意形成や設計のとりまとめにあたっては、「公園計画や設計について専門的知見により総
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合的に判断できる統括能力」「公園施設に関する高い知識」、「区民協働の意識を持ち、計画段

階から合意形成を図った実績とノウハウ」「公園づくりニュースやアンケート調査等に発揮さ

れる高い広報作成能力」等、公園設計を総合的に進めるにあたり従事する技術者一人一人の高

い技術力とあわせて総合的なチーム組成が必要となる。 

世田谷区のみどり行政並び当該地の現況や課題を踏まえ、様々な主体と区民発意の取り組み

を試みながら、同時に広報周知、住民協働を行い、設計について具体化を図るためには、多面

的な情報を把握・分析し計画立案に的確に反映することのできる専門的な技術と総合的な監修

能力が求められる。 

これらの条件を満たす能力等を有する事業者に委託する必要があるため、プロポーザル方式

により候補者を選定する。 

 

５．参加資格条件 

  提案提出者は、次に掲げる条件を全て満たすものとする。本プロポーザルに参加できる者 

は、以下の項目に該当する単体企業又は特定委託共同企業体（以下「ＪＶ」という）とする。 

（１）単体企業として本プロポーザルに参加する応募者の場合は、次に掲げる要件をすべて満

たすものとする。 

  ①単体企業（再委託する協力事務所を含む）は本業務を的確に履行可能な実施体制を確保

し執行できる能力を有すること。 

  ②世田谷区の競争入札参加資格者名簿に登録されていること。 

  ③地方自治法施行令（昭和 22年政令第 16号）第 167条の 4第 1項の規定に該当しないこ

と。また、同条第 2項（同令第 167条の 11第 1項において準用する場合も含む。）によ

る措置を現に受けていないこと。 

④世田谷区から指名停止及び入札参加禁止の措置を受けている期間中でないこと。 

⑤国税、都道府県民税・市町村民税の滞納がないこと。 

⑥会社更生法（昭和27年法律第172 号）に基づく更生手続き開始の申し立て、又は民事

再生法（平成11 年法律第225 号）に基づく再生手続き開始の申し立てがなされていな

いものであること。 

⑦応募者又はその役員が、世田谷区暴力団排除活動推進条例（平成 24年 12月 10日条例

第 55号）第２条に掲げる暴力団、暴力団員、暴力団関係者及びそれらの利益となる活

動を行う者でないこと。 

（２）ＪＶとして本プロポーザルに参加する応募者の場合は、次に掲げる要件を全て満たすも

のとする。なお、ＪＶを構成する者の呼称は、代表構成員、構成員とする。 

   ①代表構成員は、本業務を的確に履行可能な実施体制を確保し執行できる能力を有する

こと。 

②代表構成員は、５．（１）②から⑦をすべて満たすこと。 

③代表構成員は本業務の中心的役割を担う履行能力を持つこと。 

④すべての構成員は、５.（１）②から⑦をすべて満たすこと。 

※単体企業として参加表明書を提出し資格を得た応募者が、一次提案書の提出までに代

表構成員としてＪＶを組成し、別途定める共同企業体協定書を提出し、応募すること

は認める。 

※ＪＶとして参加表明書を提出し資格を得た応募者が、一次提案書の提出までにＪＶの

構成員を新たに追加し、別途定める共同企業体協定書を提出し応募することは認める。 

   （３）参加における制限 

①応募者からの応募は１点のみとする。 

②応募者は、連名による応募はできない。 

③応募者が単体企業である場合、他の応募者であるＪＶの代表構成員を含む構成員とな

ることはできない。 

④応募者がＪＶである場合、その代表構成員を含む構成員は他の応募者であるＪＶの代

表構成員を含む構成員となることはできない。 
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⑤応募者が業務を再委託する協力事務所は、他の応募者の単体企業、及びＪＶの代表構

成員を含む構成員となることはできない。 

※応募者が業務を再委託する協力事務所が、他の応募者の協力事務所となることは妨げ

ない。 

※（２）の※で追加された構成員が、（３）③～⑤を満足しない場合は、該当する構成

員が所属する全てのＪＶは失格となる。 

※上記①～⑤の制限に関しては、各企業の支店など事業所が別であっても、同一法人格

の場合は同一企業と見なす。 

（４）参加資格要件 

   以下の項目を満たす技術者を全て配置するものとする。 

      ①主任技術者 

・本業務を統括するに相応しい技術者 

③以下の担当技術者を配置すること。 

・ランドスケープデザイン（空間デザイン）に関する技術者 

・公園設計に関する技術者 

・住民協働に関する技術者 

・広報作成等に関する技術者 

※その他、本業務に相応しいと考えられる技術者等の配置提案を認める。 

※①、②に記載の技術者は兼務することは可能とするが、十分に能力を発揮できるよう 

技術者の配置を求める。 

 

６．スケジュール 

○手続き開始の公告    令和６年１月１２日（金） 

○説明書交付期間     令和６年１月１２日（金）～１月２６日（金） 

○参考資料貸与申込み期間 令和６年１月１２日（金）～１月２６日（金） 

○参加表明書の提出期間  令和６年１月１２日（金）～１月２６日（金） 

○プロポーザル招請通知  令和６年 1 月３０日（火） 

○質問書受付期間     令和６年１月３０日（火）～２月 ５日（月） 

○質問回答書送付及び   令和６年２月 ８日（木） 

区ホームページ掲載日 

○提案書（１次審査書類） 令和６年２月１５日（木）～２月２１日（水） 

の提出期間 

○１次審査（審査会審査） 令和６年２月２６日（月） 

○２次審査招請通知    令和６年３月 ４日（月） 

○ヒアリング審査     令和６年３月中旬 ※別途通知する。 

（審査会審査）      

○審査結果の通知     令和６年３月下旬 

○契約予定時期      令和６年４月上旬 

 

７．説明書の交付期間 

（１）交付期間：令和６年１月１２日（金）から１月２６日（金）（土日祝日を除く９時から１７

時まで） 

（２）場所：世田谷区みどり３３推進担当部公園緑地課建設担当窓口及び世田谷区ホームページ 

住所：１９．担当部署を参照 

E-mail: SEA02075@mb.city.setagaya.tokyo.jp 

HP: 世田谷区ホーム＞目次から探す＞住まい・街づくり・環境＞公園・緑道＞事業者の方

へ＞「北烏山五丁目広場設計及び住民参加検討外業務委託」公募型プロポーザルの実

施について  

URL：https://www.city.setagaya.lg.jp/mokuji/sumai/012/004/d00207769.html 

mailto:SEA02075@mb.city.setagaya.tokyo.jp
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（３）交付方法：上記窓口にて希望者に無償で交付する。また世田谷区ホームページに掲載する。 

 

８．参加表明書の提出期間、提出先及び方法 

 （１）提出期間  

令和６年１月１２日（金）から１月２６日（金）まで（土日祝日を除く９時から１７時まで） 

（２）提出先 

みどり３３推進担当部公園緑地課建設担当 

世田谷区玉川１－２０－１ 二子玉川分庁舎２階Ｂ棟２１番窓口 

 （電話０３－６４３２－７９１０） 

（３）提出方法及び部数 

持参により下記資料を提出すること。提出時に提出書類に過不足がないか確認し受付とする。 

   ・参加表明書一式 【９．（２）①～⑦】１部 

    ※②～⑥を２穴紙ファイル等に綴じ①を添えて提出する。 

 

９．参加表明書に求める内容 

（１）書式と内容について 

文字サイズ１２ポイントを標準とし、文字は読みやすい大きさとする。用紙は片面印刷、カ

ラー可とし、各項目について記載すること。留意事項に示された条件に適合しない場合は、無

効とすることがある。また、提出物の記載内容等について区担当者より確認を要すると判断し

た場合は、個別に確認のため連絡をとることがある。 

 （２）参加表明書に求める内容 

   各様式に必要事項を記入し提出すること。 

項  目 留意事項 

①参加表明書 

【様式１】 

・【様式１-１】参加表明書（単体企業用） 

・【様式１-２】参加表明書（共同企業体用） 

※単体企業、共同企業体のいずれかの体制として参加表明書

を提出する。 

※正・副各１部ずつ提出すること。内容を確認し、副本は受

領印を押印し返却する。 

②特定委託共同企業体協定書 

【様式２】 

・ＪＶとして、事業を応募する場合に提出する。 

③事業者の概要 

【様式３】 

・応募者名、事業者名、応募者形態、代表者名、所在地、設

立年月日、資本金額、従業員数、沿革、事業内容を記載す

る。 

 

④協力事務所参加届【様式４】 ・再委託先の協力事務所の概要、再委託する業務範囲を記載

する。 

⑤業務実施体制 

【様式５】 

・配置予定の主任技術者及び担当技術者を記載する。 

・担当技術者欄は、最低２名とし、必要に応じて適宜追加す 

ること。 

・他のコンサルタント等に当該業務の一部を再委託する場合

又は学識経験者等の技術協力を受けて業務を実施する場

合は、再委託先又は協力先を記載すること。 

 

⑥納税（滞納なし）証明書 ・国税、都道府県民税・市町村民税の滞納がないこと。 

⑦参考資料 

【様式自由】 
※提出は任意とする。 

・単体企業（再委託含む）や共同企業体（代表構成員、構成

員）の会社概要がわかるパンフレット等 
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１０．プロポーザル招請通知の送付 

  参加表明書類提出後、区が参加資格の確認を行い、参加資格を満たす事業者全てにプロポーザ

ル招請通知を送付する。 

 

１１．質問の受付及び回答 

（１）受付期間 

令和６年１月３０日（火）から２月５日（月）まで（土日祝日を除く９時から１７時まで） 

（２）質問方法 

【様式１１】「プロポーザル質問書」を電子メールに添付し提出すること。件名は『北烏山五

丁目広場整備事業プロポーザル質問』とし、件名の末尾には会社名を明記すること。なお、電

話での質問には応じない。 

（３）送付先 

   E-mail SEA02075@mb.city.setagaya.tokyo.jp  

（４）回答方法 

   質問事項を取りまとめ、令和６年２月８日（木）までに質問者全員に電子メールにより回答

する。また、世田谷区ホームページにも掲載する。 

 

１２．参考資料の貸与 

下記の参考資料を必要とする場合は【様式１２】「参考資料貸与申込書」に必要事項を記入し、

電子メールに添付し提出すること。詳細については【様式１２】「参考資料貸与申込書」の注意

事項を確認すること。 

（１）受付期間：令和６年１月１２日（金）から１月２６日（金）まで（土日祝日を除く９時か

ら１７時まで） 

（２）提出先：世田谷区みどり３３推進担当部公園緑地課建設担当 

住所 １９．担当部署を参照 

E-mail SEA02075@mb.city.setagaya.tokyo.jp 

（３）提出方法：【様式１２】「参考資料貸与申込書」に必要事項記載の上、押印し電子メール

にて PDF 形式で添付、電子メールにて提出すること。 

（４）貸与資料一覧 

 ・【参考資料】北烏山五丁目広場敷地平面図（dwg） 

 

１３．提案書（１次審査）の提出期間、提出先及び方法 

 （１）提出期間  

令和６年２月１５日（木）から２月２１日（水）まで（土日祝日を除く９時から１７時まで） 

（２）提出先 

みどり３３推進担当部公園緑地課建設担当 

世田谷区玉川１－２０－１ 二子玉川分庁舎２階Ｂ棟２１番窓口 

 （電話０３－６４３２－７９１０） 

（３）提出方法及び部数 

持参により下記資料を提出すること。提出時に提出書類に過不足がないか確認し受付とする。 

   ・提案書（１次審査書類一式）（正本）【１４．（２）①～⑥】 １部 

   ・提案書（１次審査書類一式）（副本）【１４．（２）①～⑥】 ７部 

（※提案書（副）は審査で使用するので【様式６】の提出者及び連絡担当者欄は削除し提出す

ること。１４．（２）①～⑥をクリップ留めとし提出する。） 

 

１４．提案書（１次審査）に求める内容及び審査方法 

 （１）書式と内容について 

文字サイズ１２ポイントを標準とし、文字は読みやすい大きさとする。用紙は片面印刷、カ

mailto:SEA02075@mb.city.setagaya.tokyo.jp
mailto:SEA02075@mb.city.setagaya.tokyo.jp
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ラー可とし、各項目について記載すること。留意事項に示された条件に適合しない場合は、無

効とすることがある。また、提出物の記載内容等について区担当者より確認を要すると判断し

た場合は、個別に確認のため連絡をとることがある。 

提案書（１次審査書類）の副本については、審査に用いることから、実績等の記入にあたっ

ては、社名、組織名、担当者名、発注者名、対象箇所名、地域名や地名等の再委託先等を含ん

だ応募者を特定することができる内容は伏字（例：〇〇区立〇〇公園等）とすること。特定で

きる内容が記載された場合には、必要に応じ審査段階において、該当箇所に墨入れを行うこと

がある。 

提案書（１次審査書類）の作成にあたっては、別紙仕様書（案）及び貸与する参考資料等を

参考とし、企画提案を行うこととする。仕様書（案）の内容を踏まえ企画提案することとする

が、企画提案により業務の内容や数量等については、事業主旨を踏まえ変更して提案すること

は可能である。 

（２）提案書（１次審査書類）に求める内容 

    各様式に必要事項を記入し提出すること。 

項  目 留意事項 

① 提案書（１次審査書類）表紙 

【様式６】 提案書（１次審査書類）の副本は、審査で使用するので提 

出者及び連絡担当者欄は記載しないこと。 

 

②【課題１】業務実施方針の考え方 

【様式７】 

Ａ３サイズ（横）/１枚 

区は、住民協働の場である「花と原っぱの日」や「ワーク

ショップ」の取り組みを行いながら、区民と合意形成を進め

広場の実施設計を取りまとめることを提案者に求める。 

北烏山五丁目広場（別紙、仕様書を参考）について、住民

参加による広場づくりを検討、実現するためには、どのよ

うに業務を進めていく必要があると考えるか。 

広場の与条件等も踏まえ、「設計方針」を提案すること。 

「区民」、「世田谷区」、「請負事業者」、「花と原っぱの日」、

「ワークショップ」、「設計方針」の関係性や役割を明らかに

して、記述すること。 

 

③【課題２】業務実施体制の考え方 

【様式８】 

Ａ３サイズ（横）/１枚 

業務実施方針に示された業務を確実に進めるためには、ど

のような業務実施体制をつくり業務に取り組んでいく必要

があると考えるか。 

求められる技術者、スタッフの能力、取り組み体制、役割

分担について、「区民」、「世田谷区」、「請負事業者」、「花と

原っぱの日」、「ワークショップ」の関係性や役割を明らかに

して、考えを記述すること。 

 

※参加資格要件に記載の技術者に加えて、その他本業務を適

切に履行するにあたり相応しい技術者等の配置提案を認め

る。 

※２次審査の質疑応答に用いるので、役割分担や技術者の資

格、能力等わかるよう記述すること。 

 

④ 【課題３】住民協働プログラムの企画提案 
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【様式９】 

Ａ３サイズ（横）/１枚 

 

 

花と原っぱの日を定期的に開催しつつ公園設計を考える

ワークショップ等を実施し、公園設計を取りまとめる、 

花と原っぱの日やワークショップの運営や進め方につい

て企画提案を行うこと。 

求められるスタッフの能力、役割分担について、「区民」、

「世田谷区」、「請負事業者」、「花と原っぱの日」、「ワーク

ショップ」の関係性や役割、設計への反映の方法を明らか

にして、考えを記述すること。 

 

⑤ 【課題４】スケジュール案 

【様式１０】 

Ａ３サイズ（横）/１枚 

２か年の工程計画（令和６年度、令和７年度）について、 

主たる検討項目と各業務の関係性がわかるよう記載するこ

と。 

 

⑥ 【課題５】見積書 

【様式自由】 

任意様式/１式 

令和６年度、令和７年度の２か年のそれぞれの取り組む業

務について概算（業務項目、算出根拠、見積）し、明示する。

別紙仕様書（案）のほか本プロポーザル提案を踏まえて作成

する。 

 

（３）審査委員会及び評価基準 

提出された提案書（１次審査書類）の審査は、世田谷区公園整備及び管理に関するプロポー

ザル方式業者審査会設置要綱に基づき、区職員で構成する審査委員会を設置し、下記審査項目

及び別に定める審査要領に沿って点数を付け順位を決定する。 

 

１次審査実施予定日：令和６年２月２６日（月） 

 

（４）提案書の提出者を選定するための基準 

提案書（１次審査）の提出が４社以上の場合、以下の項目について評価し、ヒアリング（２

次審査）の参加予定者を３社程度に決定する。 

 

【１次審査の項目】業務の趣旨、参加条件を踏まえ以下の評価基準を定める。 

選定の項目 評価項目 

①業務実施方針 

・業務の目的を的確に理解しているか。 

・広場計画と協働（住民参加や官民連携）の関係性を的確にと

らえ、実現性、独創性があるか。 

 

②業務実施体制 

・適切な団体（企業等）か。 

・業務実施体制、業務分担が適正であり、円滑な業務を遂行で

きる体制となっているか。 

・監理技術者は本業務を的確に履行するための業務統括能力

（経験年数、能力等）を有しているか。 

・配置技術者は、担当する業務を的確に履行できる能力を有し

ているか。 

③ 住民協働プログラ

ムの企画提案 

・試験的に広場利用や活動を行いながら、広場設計を具体化す

る適切なプログラムとなっているか。 

・プログラムを進めるうえで、留意すべき事項、必要な事務局

の作業やスタッフの能力、役割分担について的確性、実現性が
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あるか。 

④ スケジュール案 ・適切かつ実現可能な工程となっているか。 

 

※企画提案における世田谷区発行の参考資料 

 世田谷区のホームページ上で掲載している下記の資料を参考とすること。 

 ・世田谷区基本計画 

   ・世田谷区都市整備方針 

   ・世田谷区みどりの基本計画 

   ・生きものつながる世田谷プラン（生物多様性地域戦略及び行動計画） 

 

１５．１次審査結果の通知 

１次審査通過者へは、２次審査招請通知を、令和６年３月４日（月）に電子メールにより送

付する。なお、２次審査の会場や日時等の案内もあわせて通知する。２次審査へ招請を行わな

い事業者に対してもその旨を電子メールにて通知する。 

 

１６．２次審査の基準及び審査方法 

   ２次審査は、提出された１次審査書類を用いてヒアリング審査を実施する。 

（１）審査委員会及び評価基準 

２次審査は、世田谷区公園整備及び管理に関するプロポーザル方式業者審査会設置要綱に基

づき、区職員で構成する審査委員会を設置し、下記審査項目及び別に定める審査要領に沿って

点数を付け順位を決定する。 

（２）ヒアリングの実施 

提案書（１次審査書類）の内容について、配置予定の主任技術者及び担当技術者に対してヒ

アリングを実施し、審査する。 

提案の説明は、①提出された提案書の説明（２０分）、その後２０分程度の質疑を行う。 

説明に用いる資料は、①提出された提案書についての説明は、既に提出した提案書を用いて

説明を行う。 

プロジェクターおよびパソコンを使用する場合は必要な機器を持参すること（スクリーンは

区で用意）。 

ヒアリング実施にあたっては、主任技術者、ランドスケープデザインに関する担当技術者、

住民協働に関する担当技術者は必ず出席すること。説明や質疑においては、主任技術者および

担当する各技術者が説明を行うこととする。事業者側の出席者は計７名までとする。 

 

ヒアリングの実施の流れ 

説明項目 内容 時間 

①提出された提案書についての説明 提出した提案書について説明を行

う。説明に用いる資料は提案書に記

載の内容のみとし、新たな資料の追

加は認めない。 

２０分 

②質疑応答  ２０分 

 

ヒアリングの資料 

説明項目 準備する資料等 
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① 提出された提案書について １次審査書類を用いて実施する。事業者が用意す

る資料はなし。 

②質疑応答 なし。 

 

ヒアリング項目 業務の趣旨、参加条件を踏まえ以下の評価基準を定める。 

審査項目 評価項目 

ヒア 

リング 

説明能力 
・提案書の内容をよく補完し、簡潔かつ明快、

論理的で一貫した説明となっているか。 

取り組み意欲 
・本業務への取り組みに対して熱意や取り組

み意欲があるか。 

コミュニケーション能力 

・質問に対する応答が明快かつ的確か。 

・住民参加や事業者との協働を想定し、適切

なコミュニケーション能力を有している

か。 

技術者能力 

・本業務を進めるうえで適正な監理技術者の

能力か。 

・本業務を進めるうえで適正な技術者が配置

されているか。 

・実績等から専門技術を十分に発揮できるか。 

取り組み体制 

・取り組み事例や実績を踏まえ、本業務を履

行できる能力が備わっていると判断できる

か。 

 

ヒアリング実施予定日：令和６年３月中旬 

会場、日時等の詳細については、審査対象者に電子メールにより通知する。 

 

１７．審査結果の通知 

   １次審査、２次審査結果を合計し、提案に対し最も高い評価を得た提出者を委託候補業者と

して選定する。審査結果は、令和６年３月下旬頃、提案書を提出した者に電子メール及び郵送

により通知する。 

 

１８．その他 

（１）手続きにおいて使用する言語及び通貨 

   ・日本語及び日本国通貨に限る 

（２）契約等について 

・契約保証金：免除 

・契約書作成の要否：要 

   ・審査の結果、第一順位の提案者を委託先の第一候補者として委託内容の詳細及び仕様に

ついて協議し、区及び候補者双方の合意に基づき契約を締結する。 

   ・本プロポーザルは契約候補者の選定を目的とし、区は選定された提案書の内容に拘束さ

れないものとする。 

・当該事業に直接関連する他の業務の委託契約を当該業務の委託契約の相手方との随意契

約により締結する予定の有無：有 

令和７年度：世田谷区立北烏山五丁目広場設計及び住民参加検討外業務委託 （その２） 
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      ただし、１．（５）記載の条件等による。 

（３）参加表明書及び提案書の作成に関わる費用について 

参加申込書及び提案書の作成ならびに提出にかかる業者の費用は、参加者の負担とする。 

（４）記載内容の変更について 

参加表明書及び提案書の提出後において、記載内容の変更は認めない。また、参加表明

書に記載した予定技術者は、原則として変更することができない。ただし、やむを得ない

理由により変更を行う場合は、同等以上の技術者であることを示し、発注者の了承を得な

ければならない。 

（５）提案者の失格について 

    参加表明書又は提案書に虚偽の記載をした提案者、若しくは審査の公平性を損なう行為

を行った提案者は失格とする。 

（６）参加表明書及び提案書の取り扱い等について 

   ・提出された参加表明書及び提案書は返却しない。また、選定以外の目的に使用しない。 

   ・区は、この案件に参加を表明した者及び提案書を提出した者の商号・名称ならびに提案

書を特定した理由（審査経過等）を公表することができる。 

（７）受託者は「電算処理の業務委託契約の特記事項」を遵守すること。（別紙１参照）なお、

受託者が遵守しなかったことにより世田谷区が被害を被った場合は、世田谷区は受託者

に損害賠償を請求することができる。世田谷区が請求する損害賠償額は世田谷区が実際

に被害を被った損害額とする。 

（８）本案件は、令和６年度の提案限度額を２２,６３０,０００円（消費税込み）としている。

区との契約では予定価格２，０００万円を超える業務委託契約（単年度）は、世田谷区公

契約条例の定める労働報酬下限額の対象となる。（別紙２参照） 

 

１９．担当部署 

みどり３３推進担当部公園緑地課建設担当 向吉・上小牧・津田 

世田谷区玉川１－２０－１ 二子玉川分庁舎２階Ｂ棟２１番窓口 

 （電話０３－６４３２－７９１０） 
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電算処理の外部委託基準 別紙 

 

 

電算処理の業務委託契約の特記事項 

（兼電算処理の個人情報を取り扱う業務委託契約の特記事項） 

 

 

（秘密保持義務） 

１ 受託者は、当該委託契約（業務内容に保守委託を伴う賃貸借契約等を含む。以下

同じ。）に係る電算処理業務（以下「委託業務」という。）により知り得た個人情報

その他の情報（以下「情報」という。）を、いかなる理由があっても第三者に漏らし

てはならず、この旨を委託業務に従事する者（以下「従事者」という。）へ周知徹底

しなければならない。また、契約期間満了後も、同様とする。 

 

（書面主義の原則） 

２ 受託者は、本特記事項により通知、報告、提出等が求められている事項について

は、特段の定めがない限り、書面により行うものとする。 

 

（管理体制等の通知） 

３ 受託者は、当該委託契約の締結後直ちに、以下の文書を区に提出しなければなら

ない。提出後に内容の変更があった場合も、同様とする。 

(1) 情報セキュリティ及び個人情報保護に関する社内規程又は基準 

(2) 以下の内容を含む従事者名簿 

① 電算処理の責任者及び電算処理を行う者の氏名、責任、役割及び業務執行場

所 

② 委託業務において個人情報を取り扱う者の氏名、責任、役割及び個人情報の

授受に携わる者の氏名並びに業務執行場所 

③ 委託業務に関する緊急時連絡先一覧 

(3) 委託業務に係る実施スケジュールを明記した文書 

(4) 委託業務において使用する情報システムのネットワーク構成図（特定個人情報

ファイル（コンピュータ等で検索することができるよう体系的に構成した情報

の集合物であって、個人番号をその内容に含むもの。以下同じ。）を取り扱う場

合のみ。第 23項の事項を証するもの。） 

(5) 委託業務において使用する情報システムのセキュリティ仕様書（特定個人情報

ファイルを取り扱う場合のみ。第 24項の事項を証するもの。） 

(6) クラウドサービス（有料、無料に関わらず、民間事業者等がインターネット上

で提供する情報処理サービスで、約款への同意及び簡易なアカウントの登録等

により当該機能が利用可能となるサービスのこと。以下同じ。）利用に係るリス

ク対策文書（委託業務においてクラウドサービスを利用する場合のみ。第 25項

の事項を証するもの。） 

 

（再委託の禁止） 

４ 受託者は、委託業務の全部又は一部を、他の者に再委託してはならない。ただし、

20230401 
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附属業務でやむを得ず再委託する必要があるときは、受託者は、再受託者（委託先

の子会社（会社法（平成 17年法律第 86号）第 2条第 1項第 3号に規定する子会社

をいう。）である場合も含む。以下同じ。）に当該委託契約及び本特記事項を遵守さ

せ、かつ、再受託者にかかる再委託の内容及び第３項に規定する事項を、区に事前

に書面をもって通知し、その承認を得なければならない。 

再受託者も、委託業務の全部又は一部を、他の者に更に再委託してはならない。

附属業務でやむを得ず更に再委託する必要があるときは、再委託と同様の条件と手

続きにより、区の承認を得なければならない。更に再委託が繰り返される場合も同

様とする。 

 

（目的外使用等及び複写等の禁止） 

５ 受託者は、委託業務で取り扱う情報を委託業務の目的以外に使用してはならない。

また、第三者に提供してはならない。 

６ 受託者は、区が委託業務での使用を目的として受託者に提供し、又は貸与する情

報及び情報資産（世田谷区電子計算組織の運営に関する規則（平成１６年世田谷区

規則第４７号）第２条第９号に規定する情報資産をいう。以下同じ。）を、委託業務

以外の目的に使用してはならない。 

７ 受託者は、委託業務で取り扱う情報及び情報資産について、業務上必要なバック

アップを取得する場合を除き、区の承認を得ずに複写してはならない。委託業務を

実施する上でやむを得ず複写するときは、あらかじめ区に通知し、その承認を得な

ければならない。この場合において、委託業務の終了後、受託者は、直ちに複写し

た電磁的記録の消去及び印刷物の廃棄を行い、使用できない状態にするとともに、

消去又は廃棄した日時、担当者及び処理内容を区に報告しなければならない。 

８ 受託者は、区の事前の承諾なく、委託業務で取り扱う情報及び情報資産を区の事

業所または受託者の事業所から持ち出してはならない。 

 

（物的セキュリティ対策） 

９ 受託者は、委託業務に使用する情報システムに係る装置の取付けを行う場合は、

できる限り、火災、水害、埃、振動、温度、湿度等の影響を受けない場所に設置す

るものとし、施錠等容易に取り外すことができないよう必要な措置を講じなければ

ならない。 

10 受託者は、委託業務に係る区が運用する情報システムのサーバ等を区庁舎外に設

置する場合は、区の承認を得なければならない。また、定期的に当該サーバ等への

情報セキュリティ対策状況について確認するとともに、区から要請があった場合は、

その結果を区に報告しなければならない。 

11 受託者は、その従事者に名札等の着用及び身分証明書等の携帯を義務付け、区の

情報システム室その他の区の管理区域に立ち入る場合において区から求められた

ときは、身分証明書等を提示するよう指導しなければならない。 

12 受託者は、委託業務で使用するパソコン等の盗難を防止するため、当該パソコン

等をセキュリティワイヤーで固定し、又は従事者が業務執行場所を離れる間におい

て施錠可能なロッカー等に収納させるなどの措置を講じなければならない。 

 

（人的セキュリティ対策） 
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13 受託者は、委託業務において、区に提出した情報セキュリティ及び個人情報保護

に関する社内規程又は基準を遵守しなければならない。また、情報セキュリティ対

策について不明な点、遵守することが困難な点等がある場合は、速やかに区に報告

し、代替策について協議しなければならない。 

14 受託者は、情報及び情報資産を適切に保管するものとし、パソコン等により情報

及び情報資産を使用する場合は、第三者に使用され、又は閲覧されることがないよ

うに、離席時にパスワードロック又はログオフ等を行わなければならない。 

15 受託者は、従事者に情報システムの保守又は運用業務に関し、次の事項を遵守さ

せなければならない。 

(1) 自己が利用している IDは、他人に利用させないこと（IDの共用を指定されて

いる場合は除く。）。 

(2) 共用 IDを利用する場合は、共用 IDの利用者以外の者に利用させないこと。 

(3) パスワードを秘密にし、パスワードの照会等には一切応じないこと（パスワー

ド発行業務を除く。）。 

(4) パスワードのメモの不用意な作成等により、パスワード流出の機会を作らない

こと。 

(5) パスワードは、十分な長さとし、想像し難い文字列とすること。 

(6) 複数の情報システムを取り扱う場合は、パスワードを情報システム間で共有し

ないこと。 

(7) パソコン等のパスワードの記憶機能を利用しないこと。 

(8) 社員間でパスワードを共有しないこと（ID の共用を指定されている場合を除

く。）。 

16 受託者は、従事者に対して、情報セキュリティに関する教育及び緊急時対応のた

めの訓練を計画的に実施しなければならない。 

 

（技術的及び運用におけるセキュリティ対策） 

17 受託者は、情報システムの保守又は運用業務を遂行するに当たり、情報システム

の変更記録、作業日時及び実施者を記録するとともに、各種アクセス記録及び情報

セキュリティの確保に必要な記録を全て取得し、一定期間保存しなければならない。 

18 受託者は、アクセスログ等を取得するサーバについて、正確な時刻設定を行わな

ければならない。自動的にサーバ間の時刻同期が可能な場合は、その措置を講じな

ければならない。 

19 受託者は、情報システム等に記録された重要性の高い情報について、定期的にバ

ックアップを取得しなければならない。また、バックアップの取得前にその手法を

区に通知し、承認を得なければならない。 

20 受託者は、情報システムの開発及び導入に当たり、開発及び導入前に区と協議の

上、情報セキュリティに係る検証事項を定め、検証を実施しなければならない。 

21 受託者は、委託業務に使用する情報システムがネットワークに接続されている場

合は、不正アクセスを防ぐため、常にセキュリティホールの発見に努め、メーカー

等からのセキュリティ修正プログラムの提供があり次第、情報システムへの影響を

確認し、区と協議の上、修正プログラムを適用しなければならない。また、ウィル

スチェックを行い、ウィルスの情報システムへの侵入及び拡散を防止しなければな

らない。 
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22 受託者は、情報システムを開発する場合は、システム開発及びテスト環境と、本

番運用環境を分離しなければならない。 

23 受託者は、委託業務において特定個人情報ファイルを取り扱う場合は、当該特定

個人情報ファイルをインターネットから物理的又は論理的に分離された環境にて

取り扱わなければならない。 

24 受託者は、委託業務に使用する情報システムにおいて特定個人情報ファイルを取

り扱う場合は、定期に及び必要に応じ随時に当該情報システムのログ等の分析を行

うなど不正アクセス等を検知する仕組みを講じるとともに、当該情報システムの不

正な構成変更（許可されていない電子媒体、機器の接続等、ソフトウェアのインス

トール等）を防止するために必要な措置を講じなければならない。 

25 受託者は、委託業務においてクラウドサービスを利用する場合は、当該クラウド

サービスの利用に伴い想定される情報セキュリティ上のリスクを回避するために

必要な措置を講じなければならない。（例：当該クラウドサービス提供事業者が公

表している情報セキュリティ対策内容の確認、受託者が従業員に付与するクラウド

サービス用 ID の適切な付与管理、クラウドサービス上に記録した情報が第三者に

提供される場合についての確認、サービス利用終了時のデータの取扱い条件の確認、

等） 

 

（データのセキュリティ対策） 

26 受託者は、委託業務に関し、区より情報及び情報資産を受領した場合は、預かり

証を区に対して交付しなければならない。また、当該情報及び情報資産を適切に管

理するため、情報及び情報資産の受領日時、受領者名、受領した情報及び情報資産

の種類等の記録簿を作成するとともに、区から要請があった場合は、速やかに当該

記録簿を区に提示しなければならない。 

27 受託者は、委託業務に係る重要度の高い情報及び情報資産を運搬する場合は、可

能な限り暗号化、パスワード設定等の保護対策を行い、鍵付きのケース等に格納す

る等、情報及び情報資産の滅失や不正利用を防止するための処置を講じなければな

らない。また、重要度の高い情報を電子メール等で送受信する場合は、暗号化、パ

スワード設定等の保護対策を行わなければならない。 

28 受託者は、委託業務で取り扱う情報及び情報資産を施錠可能な金庫、ロッカー等

に適切に保管する等善良な管理者の注意をもって当たり、情報及び情報資産の取扱

いには十分注意し、情報及び情報資産の滅失、毀損及び漏えいの防止に努めなけれ

ばならない。 

29 受託者は、委託業務が終了したときは、区より受領した情報及び情報資産を速や

かに区に返却しなければならない。また、返却が不可能な場合は、区の了承のもと、

バックアップデータを含む電磁的記録の消去及び印刷物の廃棄を行い、使用できな

い状態にする（電算処理機器を廃棄する場合は復元できない状態にする）とともに、

消去又は廃棄した日時、担当者及び処理内容を区に報告しなければならない。 

30 受託者は、情報資産の作成業務を終了したときは、直ちに当該情報資産を区があ

らかじめ指定した職員に引き渡さなければならない。 

 

（電算処理機器の廃棄） 

31 受託者は、委託業務で使用しているサーバ、パソコン等の機器（以下これらを「電
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算処理機器」という。）を廃棄する場合は、事前に当該電算処理機器に保存されてい

る情報及び情報資産を消去、復元できない状態にした上で廃棄しなければならない。 

 

（委託業務の報告） 

32 受託者は、区に対し、委託業務の状況を定期的に報告するものとする。ただし、

必要があるときは、その都度報告するものとする。 

 

（監査、施設への立入検査の受入れ） 

33 受託者は、情報及び情報資産の情報セキュリティ管理状況について、区の求めに

応じて報告するものとする。また、区が必要に応じて監査又は検査を実施する場合

は受け入れなければならない。なお、再受託者及び更に再委託が繰り返される場合

も同様とする。 

34 受託者は、区が必要とする場合は、業務執行場所へ区の職員の立入りを認めるも

のとする。 

 

（緊急時の対応） 

35 受託者は、委託業務において、業務上のトラブル、災害、事故、電算処理機器の

不良、故障及び破損等が発生した場合は、直ちに区にその状況について報告し、区

の指示に従わなければならない。 

36 受託者は、委託業務について次に掲げる事象が発生した又は発生したおそれがあ

る場合は、直ちに、区にその状況を具体的に報告しなければならない。 

(1) 情報及び情報資産の滅失 

(2) 情報及び情報資産の毀損 

(3) 情報の漏えい 

(4) 不正アクセス 

(5) 情報セキュリティポリシーの違反 

(6) 前各号に掲げるもののほか、情報セキュリティに悪影響を及ぼす事象 

 

（サービスレベルの保証） 

37 受託者は、委託業務のサービスレベルについて、事前に区と合意している場合は、

そのサービスレベルを保証するものとする。 

 

（契約解除及び損害賠償） 

38 受託者が、法令及び本特記事項に違反した場合、区は、この契約を解除すること

ができる。ただし、債務の不履行がこの契約及び取引上の社会通念に照らして軽微

であるときは、この限りでない。また、受託者は、本特記事項に違反し、又は本特

記事項を履行しなかったことにより、区に損害が生じた場合には、区に対しこれを

賠償するものとする。 



世田谷区との一定額以上の契約には 

が適用されます 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

公契約条例・労働報酬下限額の詳細については、世田谷区ホームページをご覧ください。 
 

【問い合わせ先】世田谷区財務部経理課契約係  
電話：03-5432-2145～2152・2173・2435 
FAX：03-5432-3046 

 検索 世田谷区 公契約条例 

世田谷区公契約条例とは… 
世田谷区が事業者と結ぶ契約に関する基本方針や区長と事業者の責務などを定めた条例で、

労働者の適正な労働条件の確保や、事業者の経営環境の改善を図ることなどを目的としていま

す。契約事業者には、公契約条例に基づいて労働報酬下限額を守り、労働者への適正な賃金を

支払うことで適正な労働条件の確保と向上に努めていただく義務があります。 

労働報酬下限額とは… 
 世田谷区との契約事業者が労働者に支払う労働報酬の下限とすべき額です。労働者は、事業

者（下請負者含む）のもとで、対象案件(※)の業務に従事する方が対象です。一人親方や派遣労

働者も含まれ、正社員・アルバイトなどの雇用形態は問いません。 
 
※予定価格が 3千万円以上の工事請負契約、予定価格が 2 千万円以上の工事以外の契約及び指定管理者協

定（不動産の買入れ、賃貸借を除く） 

 
工事以外の契約の 

労働者 

1 時間あたり 

１,３３０円 

 
工事請負契約の 
技能労働者 

東京都の公共工事設計労務単価

の職種ごとの85％相当額 
（各職種の金額は裏面をご覧ください） 

別紙２ 

 



 

工事請負契約の技能労働者の労働報酬下限額（１時間あたり） 

職 種 労働報酬下限額 職 種 労働報酬下限額 職 種 労働報酬下限額 

特 殊 作 業 員 ２，７３１円 潜かん世話役 ３，９２１円 型 わ く 工 ２，８２７円 

普 通 作 業 員 ２，３７０円 さく岩工 ３，３２６円 大 工 ２，７２０円 

軽 作 業 員 １，６５８円 トンネル特殊工 ３，１８８円 左 官 ２，９８６円 

造 園 工 ２，３３８円 トンネル作業員 ２，６８９円 配 管 工 ２，５６１円 

法 面 工 ２，９８６円 トンネル世話役 ３，５９２円 は つ り 工 ２，７２０円 

と び 工 ２，９６５円 橋りょう特殊工 ３，２３０円 防 水 工 ３，２２０円 

石 工 ２，９０１円 橋りょう塗装工 ３，３１５円 板 金 工 ３，０９２円 

ブ ロ ッ ク 工 ２，６８９円 橋りょう世話役 ３，７９４円 サ ッ シ 工 ２，８３７円 

電 工 ２，８３７円 土木一般世話役 ２，８１６円 内 装 工 ２，９７５円 

鉄 筋 工 ２，９８６円 高級船員 ３，２４１円 ガ ラ ス 工 ２，８０５円 

鉄 骨 工 ２，７３１円 普通船員 ２，５７２円 ダ ク ト 工 ２，５２９円 

塗 装 工 ３，２２０円 潜水士 ４，５０５円 保 温 工 ２，４５５円 

溶 接 工 ３，３２６円 潜水連絡員 ３，２２０円 設 備 機 械 工 ２，４７６円 

運転手（特殊） ２，６８９円 潜水送気員 ３，１３５円 交 通 誘 導 員 Ａ １，７４３円 

運転手（一般） ２，２４２円 山林砂防工 ２，８５９円 交 通 誘 導 員 Ｂ １，５０９円 

潜 か ん 工 ３，３０５円 軌道工 ５，１４３円 上記以外の職種 １，３３０円 

※上記の金額は熟練労働者に適用されます。 
※上記の職種であっても、事業者が労働者等との合意の下で見習い又は手元等の未熟練労働者と判断する者及
び年金等の受給のために賃金を調整している者については、1 時間当たり１，４７０円になります。 

このちらしに記載の労働報酬下限額は、令和５年１２月２１日告示によるものです。 
適用対象は令和６年 4 月 1 日以後に締結する契約（上記の告示前に公告し、入札に付された契約を除く）です。 

世田谷区公契約条例のその他の取組み  
《 労働条件確認帳票 》 

賃金、労働時間、社会保険の加入などの労働条件が適正であることを確認するためのもの

で、予定価格が 50 万円を超える契約(※)において契約事業者に配布し、提出を求めています。

また、この帳票は、事業者・労働者をはじめどなたでも契約担当窓口で閲覧できます。 

※ 指定管理協定は金額を問わず全案件が対象 

 

閲覧場所 閲覧できる帳票 

経理課 
（世田谷区役所第一庁舎 2 階 20番窓口） 

教育総務課が取り扱う契約以外の契約 

教育総務課 
（世田谷区役所第一庁舎４階 46番窓口） 

教育委員会の契約のうち予定価格が 

2 千万円未満の契約 

 

《 労働報酬下限額周知カードの配布 》 

労働報酬下限額の対象となる契約の業務に従事する方一人ひとりに、契約事業者を通して

その旨を周知するカードを配布し、契約事業者からは周知したことの確認書をご提出いただ

くことで、労働報酬下限額の周知及び遵守の徹底を図っています。


